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送電鉄塔基礎では ,基礎の底面積が構造物総重量に対して比較的小さいため ,液状化による基礎地盤の強度
喪失に伴う沈下に対する抵抗力が小さく,大きな沈下が発生する可能性がある.このような構造物の液状化
に伴う液状化地盤への沈下では,その駆動力が構造物の沈下量に伴って変化する大変形問題であり,このよ
うな問題は,大変形を考慮していない解析では追跡することが難しい.そこで本研究では,液状化による送電
鉄塔基礎の沈下を,より少ない計算量で大変形解析が可能な粘性流体モデルによって解析した.その結果,送
電鉄塔基礎の周辺を地盤改良し,それぞれの基礎を一体化させることによって基礎の沈下を大幅に低減す
ることができる可能性を示唆する結果をえた.
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1. はじめに

　地盤が液状化によってその強度を失い ,粘性流体的
な挙動することから,送電鉄塔基礎のように底面積が
重量と比較して小さく,接地圧が大きくなるような構
造物では,基礎地盤への貫入への抵抗力が小さくなり,
液状化に起因する構造物の沈下が大きくなることが
予想される.しかし,このような現象を数値解析によっ
て解明することは,地盤の大変形による幾何非線形性
を考慮しなければならないことから一般的な固体力
学による有限要素解析では困難であった.
　粘性流体モデルと液状化地盤の水平変位を 2種の
sin関数の和で近似する手法は,振動台による盛土構
造物を対象とした模型実験 1)や,重力式護岸の背後地
盤の液状化による海側へのはらみ出し 2),1963年の
新潟地震による空港ビルの沈下事例 3)など,液状化地
盤の変形解析に使われ,適切な粘性係数を与えること
によって,これらの実験や地震による被害事例を再現
することが報告されている.この手法では,地盤の大
変形による影響が考慮されており,さらにその変位仮
定と液状化砂のモデル化の簡易さから計算量が少な

く,実用的な手法となっている.
　そこで ,本研究では ,粘性流体モデルと液状化地盤
の変位仮定を組み合わせた手法によって遠心載荷試
験による送電鉄塔基礎モデルの液状化時の沈下解析
を行った.また,送電鉄塔の基礎周りの地盤改良の影
響をされたことをによる基礎沈下の抑制効果に関す
る検討を行った.

2. 解析方法

　ここでは,粘性流体モデルと水平変位仮定による液
状化地盤の流動解析法について簡単に述べる.詳細に
ついては,参考文献 4)を参照されたい.
　液状化による地盤変形は,地震による慣性力ではな
く,重力がその主たる原因であり,その変形形状は過
去の振動台模型実験 5)により,次のように提案されて
いる.

 u = Fu sin
(z B)

2H
+ Ju sin

(z B)

H
 (1)

 v = Fv sin
(z B)

2H
+ Jv sin

(z B)

H
 (2)
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ただし ,u,  vはそれぞれ x,  y軸方向への変位であ
り,H, Bはそれぞれ液状化層厚と液状化層底面の高
さである.式 (1)および式 (2)に示される変位仮定で
は,図.1に示されるようなある要素の任意点における
液状化地盤の水平変位を表しており,このときの B,  
Hは次のようになる.
 B = a1 x + a 2 y + a3 x y + a 4  (3)
 H = b1 x + b2 y + b3 x y + b4  (4)
これは ,B, Hがそれぞれ 1次の内挿関数で内挿され
たことと等しい.このため,それぞれの係数は要素毎
に存在し,ある要素において各節点における座標およ
び B, Hを式 (3)および式 (4)に代入し,それを連立さ
せることによって求めることができる.
　この変位仮定では ,図 .2に示されるように ,液状化
地盤の水平変位を x方向,y方向それぞれ独立に定義
し,それぞれの方向について図.3に示されるように ,
液状化砂の水平変位を 1/4周期と 1/2周期の sin関
数による変形モードの和として表している.今後,1/4

周期の sin関数による変形モードを Fモード,1/2周
期の sin関数による変形モードを Jモードと呼ぶ.
　液状化地盤の任意の点における水平変位は,振動台
模型実験の結果から式 (1), 式 (2)のように仮定する
ことができるが,この水平変位の水平面における分布
は,対象地盤の形状などによって変化し ,一意的にそ
の分布形状を仮定できない.そのため,本手法では ,Fu, 
Ju, Fv, Jvについては水平面上で有限要素法によって
離散化を行い,任意形状の地盤への対応を可能にして
いる.
　液状化地盤の鉛直変位については,地盤流動中の非
排水条件を仮定し,等体積条件を与えることによって
求めた.等体積条件は,次のように与えられる.

 
u

x
+

v

y
+

w

z
= 0  (5)

ここで ,wは鉛直方向変位である .式 (5)に式 (1)およ
び式 (2)を代入することによって,液状化地盤の鉛直
変位に関する微分方程式を求め,その微分方程式を境
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図.1 解析対象モデル図

図.3 軸方向における変形モード仮定

図.2 液状化地盤の水平変位



界条件w=0¦z=0を与えることによって解くと,液状化
地盤中の鉛直変位が次のように与えられる.

 w = wi

i=1

12

 (6)
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2H
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ただし ,この鉛直変位には ,液状化によって発生する
圧密による沈下量は含まれていないため,必要な場合
には一次元圧密理論などによって別途考慮する必要
がある.これによって求められた液状化地盤の変位に
よって,液状化地盤の運動エネルギーは一般的な運動

エネルギーの定義によって,次のように求めることが
できる.

 Kl =
1

2
˙ u 2 + ˙ v 2 + ˙ w 2( ) dz

B

H + B

ds
S

 (19)

ここで ,Sは液状化地盤を水平面に写像した領域を示
す.ここで,注目すべき点として,この手法では従来の
有限要素法による液状化解析と異なり,鉛直方向の変
位分布が解析的な関数の和として与えられているた
め,鉛直方向に節点を設ける必要がないことである .
これにより,三次元解析を行う場合でも,実際に方程
式を解くときには二次元問題となっており,劇的な計
算量の低減を実現している.
　次に ,消散エネルギーであるが ,本手法では,液状化
砂が粘性流体的な挙動をすることから,完全液状化後
の液状化砂をニュートン流体としてモデル化してい
る.このため,液状化地盤中の単位時間あたりの消散
エネルギーは,ニュートン流体の応力テンソルより,
次のように求めることができる.

 Dl = µ Dl1 + Dl2{ } dz
B

H + B

ds
S

 (20)
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ただし ,μは液状化砂の粘性係数である .なお ,鉛直変
位の水平方向の変化に起因する消散エネルギーは ,一
般の液状化地盤では,その勾配が数%と小さく,その他
の項と比較してその影響が大きくないことを仮定す
ることによって無視している.
　また,液状化地盤のポテンシャルエネルギーの定義
については,液状化地盤の大変形による影響を考慮す
るため,次のように求められている.

 Pl = gz dz dx
B

H + B + w

 (23)
ここで ,δ wは ,流動に伴う液状化地盤の地表面の昇
降量であり,この地表面昇降量は,図.4に示されるよ
うに,液状化地盤中の微小要素柱における液状化砂の
体積収支によって次のように求めることができる.
 w = w1 + w2  (24)

 w1 =
2H Fu

x
+

Ju
x

 

 
 

 

 
 
2(b1 + b3 y) Fu + Ju( )  

  (25)

 w2 =
2H Fv

y
+

J v

y

 

 
 

 

 
 
2(b2 + b3 x) Fv + Jv( )

  (26)
ここで ,式 (23)では ,鉛直方向の積分範囲に地表面昇
降量δwが含まれている.これにより ,液状化地盤の
大変形による影響が考慮され,液状化地盤の変形の特
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図.4 流動に伴う地表面昇降量



徴である,幾何非線形を適正に考慮することができる.
　これらによって求められた運動エネルギー ,消散エ
ネルギー,ポテンシャルエネルギーを Lagrangeの運
動方程式

 
d

dt

L
˙ q i

 

 
 

 

 
 

L

q i

=
1

2

Dl

˙ q i
 (27)

 L = Kl Pl  (28)
に代入することによって ,液状化地盤の変形の時刻歴
を求めることができる.ただし,Lは Lagrangeanであ
り,qiは一般化された変位である.ここでは,qiは,各節
点における Fu, Ju, Fv, Jvとなる.

3. 解析モデル

　前節で述べた液状化地盤の流動解析法で,送電鉄塔
基礎の沈下解析を行った.ここで,対象となる送電鉄
塔を図.5に,この送電鉄塔および周辺地盤の諸元を表.
1に示す.この送電鉄塔を,基礎がそのまま地表面に設
置された場合と基礎周囲が薬液注入等によって地盤
改良され,4本の基礎が一体化して沈下していく場合
について解析を行った.ここでは,基礎が独立して沈
下していくモデルをModel1, 基礎が一体化して沈下
してくモデルをModel2とする.なお,これらのモデル
では送電鉄塔および基礎は,液状化層の地表面に作用
する地表面力としてモデル化されており,送電鉄塔お
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図.5 実験モデル

表.1 実験モデル諸元

液状化砂質量密度 1.9[kg/m3]

液状化層厚 17.5[m]

基礎質量 35.8[t]

送電鉄塔質量 73.2[t]

モデル直径 20[m]

基礎根入れ深さ 4.3[m]

図.7 Model2 メッシュ図図.6 Model 1 メッシュ図
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よび基礎の慣性力は,それらの質量と等価な質量を地
表面に付加することによって考慮した.
　Model1における解析モデルを図.6に示す.ただし,
節点上に白円が設置されている領域が送電鉄塔基礎
が設置されている領域である.このモデルでは,液状
化地盤に根入れされた 4本の送電鉄塔基礎を,図.6に
示されているようにそれぞれ独立した地表面力とし
て扱っており,その大きさは,次のように与えられる.

 P =
W f +Wt / 4

Af
 (29)

ただし ,ここでは送電鉄塔が一様に沈下していくこと
を仮定しており,液状化層地表面に作用する地表面力
の大きさは,それぞれ送電鉄塔基礎および送電鉄塔重
量の 1/4となっている.Wf, WtおよびAfは,それぞれ
基礎重量,鉄塔重量,基礎の接地面積である.また,この
モデルの外周は固定されている.
　Model2における解析モデルを図 .7 に示す .
Model2では,基礎周囲の地盤が改良され,基礎が一体
となって沈下していくことが仮定されている.そのた
め,ここでは,4基の基礎がすべて含まれるような円形
領域を考え,この領域が地盤改良によって一体化して
沈下していくことを仮定した.ここで,この改良地盤,
基礎および送電鉄塔の重量が,この改良領域に均一に
分布することを仮定し,改良領域における液状化層地
表面に作用する地表面力を,次のように求めた.

 P =
Ws +W f +Wt / 4

Ai

 (30)
ただし ,Ws, Wf, WtおよびAiは,それぞれ改良領域に
おいて根入れ深さ以上に存在する液状化砂の重量,基
礎重量,鉄塔重量,改良領域面積である.
　また ,このような基礎の沈下の場合 ,基礎直下の領
域において,基礎直下に液状化しない領域が存在する
ため,両モデルにおいて,基礎および改良領域直下に
5.0[m]の非液状化領域を仮定した解析も行った.
　なお ,これらのモデルでは ,送電鉄塔基礎直下の領
域と,それ以外の領域の境界で,液状化層厚が不連続
となっている.式 (1)および式 (2)では ,このような液
状化層などの液状化地盤の幾何形状が不連続になる
ことを想定していないため,このような状況に対応す
るためには,この二つの領域を結合する境界条件が必
要となる.そこで,ここでは,液状化地盤の鉛直変位の
導出と同様に等体積条件を仮定し,境界へ流入する液
状化砂の体積と,境界から流出する液状化砂の体積に
次のような境界条件を設けた.
 V1 =V2  (31)
ただし ,V1, V2は ,それぞれ一方より不連続境界へ流
入・流出した液状化砂の体積である.ここで,不連続

境界に鉛直な軸に写像された変位を深さについて積
分することによって,不連続境界から隣接する領域に
流出および流入した体積を求めることができる.

 n1 •U1 dz dr1
B1

H1+ B1

r1

n 2 •U2 dz dr2
B2

H2 + B 2

= 0
r2

 

  (32)
 U1 = u1, v1{ }  (33)
 U2 = u2 , v2{ }  (34)

 n1 • Fu1 sin
(z B1)

H 1

,Fv 1 sin
(z B1)

H1

 
 
 

 
 
 
 (35)

 n1 • J u1 sin
(z B1)

H 1

, Jv 1 sin
(z B1)

H 1

 
 
 

 
 
 
 (36)

 n2 • Fu 2 sin
(z B 2)

H 2

,Fv 2 sin
(z B2 )

H 2

 
 
 

 
 
 
 (37)

 n2 • J u2 sin
(z B2 )

H 2

, Jv 2 sin
(z B 2)

H 2

 
 
 

 
 
 
 (38)

ただし ,nは不連続境界の垂線方向の単位ベクトルで
あり,液状化地盤の変形を,不連続境界に鉛直な軸に
写像するためのものである.また,U1は領域 1におけ
る不連続境界上の水平変位ベクトル ,U2 は領域 2 に
おける不連続境界上の水平変位ベクトルである.この
境界条件を Lagrange の未定乗数法によって
Lagrangeの運動方程式に組み込み,解析を行った.
　また本手法によって解析を行うためには,液状化砂
の粘性係数が必要であるが,これについては,液状化
地盤における平均的な初期有効応力を数 kPaとし ,
Chaminida6)による要素試験の結果から粘性係数を
50[kPa･s]と 200[kPa･s]とした.

4. 解析結果

　Model1, Model2の液状化砂の粘性係数 50[kPa･s]
における解析結果を図.8に示す.この結果では,液状
化砂の粘性が小さいため,流動開始後数秒間で送電鉄
塔の沈下が終了してしまっている.基礎が独立して沈
下するModel1の場合,図.8によれば基礎直下に非液
状化領域をつけると,その非液状化領域が存在しない
場合に比べて,送電鉄塔の沈下速度が多少遅くなって
いることがわかる.これは,その非液状化領域が存在
するために,基礎直下領域における液状化層厚が小さ
くなるため,基礎が同じ大きさだけ沈下した場合の,
基礎直下の液状化層におけるひずみ速度が大きくな
るためである.このため,液状化砂の粘性による抵抗
力が大きくなり,基礎の沈下速度が遅くなる .これは,
基礎周りが地盤改良されているModel2 においても
同様の結果になるが,Model2では,図.8において基礎
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の沈下量が非常に小さいため,基礎の沈下速度に多少
の差は見られるものの,この効果に起因する大きな差
は見られない.また,Model1とModel2の結果を比較
すると,Model2では,Model1 にたいして基礎の沈下
量が劇的に低減されていることがわかる.これは ,基
礎周辺の地盤を改良し,それぞれの基礎が一体となっ
て沈下するようにしたため,図.10に示されるように
基礎および鉄塔の重量がその広くなった底面積に分
配され,結果としてModel1にたいして接地圧が低下

したためである.
このことから ,送電鉄塔基礎のように ,接地面積が小
さく,液状化時に地盤への貫入が危惧されるような場
合には,その周辺の地盤改良を行うことによって基礎
を一体化させて沈下させ,結果として基礎の接地圧を
低減することによって,沈下を抑制できる可能性があ
ることが示された.
　次に ,液状化砂の粘性係数を 200[kPa･s]にした場
合の結果を図.9に示す .図.9では ,図.8に示される結
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図.8 粘性係数 50[kPa･s]における解析結果

図.9 粘性係数 200[kPa･s]における解析結果



果と比較し,液状化砂の粘性係数が高いため送電鉄塔
基礎の沈下の進行が遅くなっている.この事例におい
ても,基礎周辺を改良したModel2では,Model1と比
較して基礎の地盤への貫入量が非常に小さくなって
おり,この場合においても,基礎周辺を地盤改良によっ
て一体化させることによる基礎沈下の低減が示唆さ
れている.
　本手法を使用するためには ,液状化による地盤流動
の継続時間と,液状化砂の粘性係数が必要である.液
状化による地盤流動の継続時間については,模型実験
などでは,その透水性の高さから振動の終了と同時に
流動が停止してしまうが,実際の地盤では,より長時
間にわたって流動が継続する可能性がある.この流動
継続時間に関しては,地盤の透水性なども影響してい
ることが考えられ,一意的に決定することは困難であ
る.このため,対象となる構造物の重要性によって,主
要動の継続時間の何倍というように安全を考慮して
決定することも考えられる.液状化地盤の粘性係数に
関しては,現状では,現象を再現する粘性係数の存在
は確認されているが,その決定方法については ,いま
だ不明な点が多く,より正確な粘性係数を決定する手
法の確立が必要である.しかし,粘性係数が液状化層
に依存することや,流動中も剛性を完全に失っている
わけではなく,ビンガム流体的な挙動をしていること
を示唆する結果も出ており,今後その特性はより明ら
かになると思われる.
　また ,本手法では ,液状化地盤の水平変位に対して,
式 (1)および式 (2)で示されるような変位仮定を行っ
ている.この変位仮定は,液状化層の中間になんらか
によって支持された剛な部分が存在した場合には成
立しなくなるが,一般に液状化がよく発生する埋め立
て地などではこのような条件は存在しにくいため,問
題は少ないと思われる.しかし,このような拘束条件
が結果に重要な影響を及ぼす事例においては,変形モー
ドを追加するなど,変位仮定の改良が必要になる.

5. まとめ

　本研究では,粘性流体モデルと振動台模型実験から
求められた液状化砂の変形モードを組み合わせた手
法によって,送電鉄塔基礎の沈下解析を行った.この
結果,三次元モデルにおいて液状化地盤上の送電鉄塔
基礎の沈下の解析が可能であることが示された.また,
送電鉄塔基礎周辺を地盤改良し,基礎周辺地盤を一体
化させることによって,送電鉄塔基礎の沈下が抑制さ
れることを示唆する結果がえられた.
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図.10 鉄塔基礎沈下模式図



Three dimentional analysis on subsidence of energy transmitting tower based on viscous 

fluid model

Yoshikazu Kobayashi and Ikuo Towhata

Subsidence of energy transmitting tower on liquefied ground is very large due to the small cross section on the 

bottom of foundations. This is a large deformation problem that driven force to the foundations varies with the 

subsidence to liquefied ground. It is not easy to simulate this problem by conventional finite element method 

based on solid mechanics since the difficulty of consideration on geometric nonlinearity. Therefore, in this 

paper, three dimensional subisdence analysis of eneargy transmitting tower on liquefied ground was conducted 

by a method that can take the effect of large deformation into account easily and reduce the amount of 

computation by adopting viscous fluid model and deformation assumption of lateral displacement of liquefied 

ground. The result suggested that the amount of the subsidence of footings on liquefied ground is reduced by 

improving liquefied ground around footings.
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